ベトナムにおける地下経済規模

――現金通貨需要に基づく推計とその問題点について――

中臣　久

１．はじめに

　ベトナムの１人当たり国民所得は2001年で410米ドル
であり，この数字を見る限り，ベトナムは依然として世界の低所得国に分類される
．ベトナムの人口は2000年時点で7,769万人であり，うち76.0％が農村に住み
，農村生活者の所得は低い
ので，全体が農村生活者の低所得に引っ張られている可能性はある．しかし，現実にベトナムで生活し，人々の生活ぶりを観察すると，この数字は実態を反映しておらず，本当はもっと高い所得を得ているのではないかという疑問を持つことが多々ある．
　ベトナムにおいて公式GDPが実態を性格に反映しないということは，地下経済の存在が大きいことを意味しており，多くの研究者もその存在の大きさを認めている．しかし，その推計値は公式GDPの25％から50%と幅がある
．なぜこのような幅があるかというと，推計が公式統計に拠らず，むしろ個人情報
に基づいており，その情報にばらつきがあるからである．もちろん，地下経済の性格から，それを推計するに足る公式統計が存在しないという面はある．ベトナムの場合，計画経済
から市場経済，戦時体制
から平時体制という2つの移行を経験して間がなく，しかも，経済的には依然として発展途上にあること，また，政治的には依然として共産党の一党独裁体制が敷かれた社会主義国であることから，そうした統計資料の制約はさらに大きい．しかし，いずれの国においても多かれ少なかれそうした制約があるにもかかわらず，限りある公式統計を利用した推計が行われているのである．そこで，本論においても，個人情報ではなく公式統計からベトナムにおける地下経済規模の推計を試みることとする．
本論においては，まずベトナムにおける地下経済の質的特徴を明らかにした上で，その特徴を踏まえた具体的推計を行う．推計に当たっては，利用可能な統計資料の関係で現金通貨需要に着目した通貨的アプローチを採用する．そして，最後にそうした推計結果がベトナムにおける地下経済の現実をどの程度反映しているかを推計方法の問題点とともに検討する．
２．地下経済の質的特徴

（１）計画経済時代

　地下経済の定義については諸説
あるが，通常考えられる定義は脱税等の不正行為によって公式統計から漏れている部分の経済活動のことである．しかし，ベトナムの場合はそれ以外の要素を考慮する必要があり，その結果として，通常考えられる地下経済の定義を越えて地下経済が拡大していた可能性が高い．
その要素とは計画経済体制の制度的欠陥と機能不全である．すなわち，計画経済とは生産，流通，消費といった経済活動を計画によって運営管理するシステムであるが，ベトナムの場合，すべての面に問題が山積していた．生産面について言えば，生産財供給の不備，製品価格の低位据え置きによって生産が停滞し，絶対的物不足が慢性化した
．こうした状況の中で，農民の場合は低価格による強制買い上げの対象外である自留地
生産に注力し，その生産物を闇市場に流す．また，国営企業労働者や公務員の場合は配給の恩恵に浴してはいるが，生産の停滞のため，十分な配給が行われず，また十分な給与支払いも行われていなかったため，生活防衛のために物資横流しといった不正行為を働くようになる．こうして闇市場に代表される地下経済が拡大していく．なお，不正行為に手を染めていない場合，具体的には内職やアルバイト
も地下の経済活動に加算されるので，地下経済規模はさらに拡大する．
計画経済システムにはもう１つ大きな欠陥があった．その欠陥とは複数市場制度と多重価格制度の存在である．最重要戦略商品である米を例に説明すると，計画経済時代には配給市場，国公営自由市場，私営自由市場，闇市場が併存し，同一品種であっても，通貨ドンによって表示される米価は取引される市場ごとに異なり，配給市場と国公営自由市場の間でも約100倍の価格差があった
．こうした価格差の存在により，一物一価の法則が否定され，通貨ドンの不信認という問題が顕在化し，代わって米ドル，金，米，タバコ等が流通した．これら代用貨幣の使用は不正行為であり，それらの取引はすべて地下経済で行われたので，こうした問題も地下経済の活動を助長したと考えられる．
（２）市場経済時代

　計画経済システムの機能不全により最も深刻な打撃を受けたのが配給制度であった．すなわち，生産の不振が配給物資の不足を招き，その不足を補うために，政府は市場で物資を調達しなければならず，そのことが財政を圧迫した．そして，慢性的な財政困難に直面した政府は1985年に配給制度の廃止を決定する．この配給制度の廃止により，各市場での価格が闇市場価格に向かって上昇したため，複数市場制度と多重価格制度が自壊した．そして，その過程で起きたハイパー・インフレ
が国民生活に壊滅的な打撃を与え，これを契機として，共産党政権は計画経済体制を放棄し，市場経済への道を歩み出す．
以上が計画経済体制破綻の概略であるが，市場経済体制に移行した結果として生産が刺激され，物不足も解消に向かうようになった．そして，物不足が解消し，複数市場制度と多重価格制度の自壊により単一市場と単一価格制度が形成され，一物一価の原則が成り立つようになった結果，財市場における地下経済の存在理由が実質的になくなったのである．というのは，計画経済時代には同一の財であっても取引される市場によって価格差があり，その価格は地下経済を代表する闇市場で最も高かったので，供給側は，当局の取り締まりという危険を冒しながらも，物資を闇市場に流した．他方，需要側は，物不足の状況の中で他の市場では入手困難な以上，価格が高くても闇市場に頼らざるを得なかった．しかし，そうした価格差が解消されれば，供給側は危険を冒してまで闇市場に物資を流す必要はないし，需要側も他市場に物資が出回れば，闇市場を利用する必要がなくなるからである．それゆえ，市場経済時代においては，麻薬売買のような違法物資を除けば，財市場において地下経済が存在する余地はほとんどなく，地下経済が存在する余地があるのはサービス市場に限定されると考えられる．換言すれば，財市場における地下経済活動が解消した分，市場経済時代における地下経済規模は計画経済時代よりも縮小したと考えられる．しかし，市場経済時代においては，耐乏生活を脱した国民がより豊かな生活を求めるようになった結果としてサービスに対する需要が増大しているにもかかわらず，市場移行途上であるベトナムではそれに見合ったサービス供給が行われていないので，サービス市場における地下経済は逆に拡大している可能性が高い．
サービス市場の地下経済活動の主体は公務員の場合と民間人の場合がある
．公務員の場合，地下経済活動は横領，贈収賄といった汚職によって構成される．この汚職が蔓延していることは，共産党政権が強い危機意識を持って汚職撲滅運動を推進していること
 からも，また，国際的なNGOの指摘
からも明らかである．しかも，対外開放政策の実施により，外資導入が本格化
する中で，外国人から賄賂をとる場合も増加している
．このように，汚職は国民生活の隅々まで深く根を張っており，一向に根絶する気配がない．それゆえ，地下経済の相当部分は公務員の汚職絡みと考えられる．他方，民間人が主体となる場合も，汚職は地下経済の相当部分を占めている可能性はあるが，その規模は，公務員が主体となる場合よりは小さいと考えられる．その理由は，計画経済から市場経済に移行して間がないベトナムでは，サービス活動の多くが依然として国公営部門によって供給されているからである
．
汚職が関係しない地下経済活動の主体は，民間人に限定されると考えられるが，その構成要素として３つの活動が重要と考えられる．第１は潜在失業者の経済活動である．すなわち，経済が発展途上段階にあるベトナムでは，雇用機会の絶対的不足という問題が起きている．この結果，雇用機会を得られない人の数は相当数に上ると考えられるが，彼らは様々な形で経済活動に従事しているにもかかわらず，その活動は公式統計に加算されることはない．
第２は伝統的金融絡みの活動である．すなわち，ベトナムにおいて民間人が利用可能となるような形で金融機関が整備されたのは1988年以降であり，いまだ発展途上である
．加えて，計画経済時代に財政赤字に苦しむ政府が国民に国債購入を強要したこと
もあり，国民の公的金融機関に対する不信感は根強いものがある．この結果，国民の多くは親類縁者間で資金を融通し合っており，この資金の流れに伴う経済活動が公式統計から逸脱してしまう．
第３は越僑送金である．越僑
とは海外在住ベトナム人のことであり，その流出の起源はフランス植民地時代に遡るが，特に多かったのはベトナム戦争終結に伴う難民の流出である
．この越僑は2000年時点で81カ国に約250万人が定住し，その年間所得は約300億ドルに上ると推計されている
．この越僑がベトナム本国で生活する親類縁者に対して行う送金は莫大で，2000年だけで13.4億ドルである．ちなみに2000年の名目GDPは303億ドル，輸出額は144億ドルである
から，その数字はGDPの4.4％，輸出額の9.3％に相当する．ただし，この越僑送金額は当局が把握している数字であるが，実際にはこの2～３倍の送金が行われているとの指摘もある
．それゆえ，この指摘が事実とすれば，莫大な金額の外貨が地下経済に流れ込んでいるはずであり，越僑送金絡みの地下経済活動も相当量に上っていると考えられる．
３．地下経済規模の推計

（１）ガットマン法による推計

　地下経済規模をより正確に推計するためには，その構成要素を多数集め，それと関係する公式統計の数字を積み上げていく必要がある．しかし，公式統計の整備が遅れているベトナムの場合，この方法を採用し得ない．そこで，以下では林英機の一連の研究
で紹介されている通貨的アプローチを採用する．これは現金通貨量に着目する方法であり，ベトナムでも1986年以降この数字に関する公式統計が利用可能だからである．
はじめに地下経済規模推計の先駆者であるガットマンの推計方法を援用する
．まず4つの仮定を設ける．
　(ｲ)　地下経済における取引は，それが発覚するような証拠を残さないために，すべて現金で行われる．
　(ﾛ)　地下経済が存在しない基準年を設定する．
　(ﾊ)　基準年における現金預金比率は正常な値である．
　(ﾆ)　GDP流通速度は公式経済，地下経済ともに同一であり，通貨１ドンが関わるGDPの大きさは，公式経済においても地下経済においても同一である．
　上記のうち，(ﾊ)の仮定は仮に地下経済の発生と成長が起きなければ，現金預金比率は以後も変化せず，一定にとどまるという関係を示している．換言すれば，ある年における現金預金比率が基準年のそれを上回っている場合，その上昇は，地下経済取引の増加によって引き起こされる現金通貨の増加が原因と考えるのである．
　上記(ｲ)～(ﾊ)の仮定を踏まえ，基準年における現金預金比率をr０，ある年における現金預金比率をr，ある年の預金をA，その年に公式経済で使用される現金をB１，地下経済で使用される現金をB２と置くと，
　r＝(B１＋B２)/ A =( B１/ A)＋(B２/ A)＝r０＋(B２/ A)　　　　　　　　　　　　　　　　 ①

となるから，
　B２＝(r－r０) A　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ②

によって，ある年の地下経済取引に使用される現金通貨量が求められる．
　次に仮定(ﾆ)を踏まえ，公式経済と地下経済のGDP，貨幣供給量，GDP流通速度をそれぞれY１，Y２，D１，D２，v１，v２と置くと，
　v１＝Y１ /D１＝Y１ /( A＋B１)                                                   ③

　v２＝Y２ / D２＝Y２ / B２                                                       ④
となるが，v１＝v２を利用して，Y２について解くと，
　Y２＝B２Y１ /( A＋B１)＝B２v１                                                  ⑤
となり，地下経済のGDPが地下経済取引に使用される現金通貨量と公式経済における通貨のGDP流通速度の積によって求めることができる．
次に必要な手続きは基準年の設定であるが，本論では1989年を基準年とする．その根拠は，上記2(2)で概説した通り，89年は計画経済時代末期の混乱が収束した年であり，この年から本格的な市場経済への移行が始まるからである．換言すれば，計画経済体制の機能不全によって特徴づけられる地下経済，とりわけ財市場を巡る地下経済は，この時点でほぼ一掃されたと考えられる．それゆえ，以下では1989年を基準年とし，それ以後のサービス市場における地下経済規模を推計する．
表1は1986年から99年までの現金預金比率の推移を示している
が，86年から94年までを見ると，数値は，89年を底に下落から上昇に転じていることがわかる．そこで，89年の現金預金比率0.38を正常値と考え，公式経済における毎年の現金預金比率はこの値をとると仮定する．ただし，ここで１つ問題がある．それは98年の現金預金比率が0.36と89年の値より小さいことである．
	表1：現金預金比率の推移（1986～99年）

	
	
	
	
	

	年
	M２
	現金
	預金
	現金/預金

	　
	（10億ドン）
	（10億ドン）
	（10億ドン）
	　

	86
	111
	55
	56
	0.98 

	87
	471
	205
	266
	0.77 

	88
	2,569
	1,024
	1,545
	0.66 

	89
	8,575
	2,352
	6,223
	0.38 

	90
	11,375
	3,735
	7,622
	0.49 

	91
	20,301
	6,419
	13,882
	0.46 

	92
	27,144
	10,579
	16,565
	0.64 

	93
	32,288
	14,218
	18,070
	0.79 

	94
	41,273
	18,652
	22,621
	0.82 

	95
	52,710
	19,170
	33,540
	0.57 

	96
	66,828
	22,595
	44,233
	0.51 

	97
	83,770
	25,065
	58,705
	0.43 

	98
	101,116
	26,965
	74,151
	0.36 

	99
	142,646
	41,547
	101,099
	0.41 

	
	
	
	
	

	出所1：[World Bank 1995: Statistical Appendix, Table 4.1]

	出所2：[World Bank 1998: Statistical Appendix, Table 4.1]

	出所3：[World Bank 2000: Statistical Appendix, Table 4.1]


しかし，98年を基準年とする根拠がなく，数値の差も小さいので，この問題を無視し，公式経済と地下経済の現金通貨量，公式経済のM２，GDP流通速度を計算した結果が表2である．さらに表2で求めたGDP流通速度を利用して地下経済規模を推計した結果が表3である．ここで表3の比率1から，サービス分野が稼得した名目GDPに対する地下経済の比率をみると，最高で39.0％，最低で19.8％であり，平均値は27.9％である．それゆえ，サービス市場に限定すれば，地下経済が公式経済の30％前後の規模を持つことになり，上記1で言及した個人情報に基づく推計が必ずしも的外れではないことを示している．また，以上の結果から，現金預金比率が上昇している年には地下経済規模も拡大しているという関係を読みとることができる．
	表2：現金，M２，流通速度の推移（1986～99年）

	
	
	
	
	
	

	年
	GDP
	現金
	
	M２
	流通速度

	
	
	公式
	地下(=地下M２)
	公式
	公式（＝地下）

	　
	（10億ドン）
	（10億ドン）
	（10億ドン）
	（10億ドン）
	　

	86
	198
	21
	34
	77
	2.57 

	87
	897
	78
	127
	344
	2.59 

	88
	4,586
	389
	635
	1,934
	2.37 

	89
	9,831
	894
	1,458
	7,117
	1.38 

	90
	16,190
	1,419
	2,316
	9,041
	1.79 

	91
	27,397
	2,439
	3,980
	16,321
	1.68 

	92
	42,887
	4,020
	6,559
	20,585
	2.08 

	93
	56,303
	5,403
	8,815
	23,473
	2.40 

	94
	70,912
	7,088
	11,564
	29,709
	2.39 

	95
	100,853
	7,285
	11,885
	40,825
	2.47 

	96
	115,645
	8,586
	14,009
	52,819
	2.19 

	97
	132,202
	9,525
	15,540
	68,230
	1.94 

	98
	150,645
	10,247
	16,718
	84,398
	1.78 

	99
	160,260
	15,788
	25,759
	116,887
	1.37 

	
	
	
	
	
	

	出所1：[World Bank 1995: Statistical Appendix, Table 2.1A, 4.1]
	

	出所2：[World Bank 1998: Statistical Appendix, Table 2.1, 4.1]
	

	出所3：[World Bank 2000: Statistical Appendix, Table 2.1, 4.1]
	


ただし，以上の推計結果は，サービス市場の地下経済規模を過小評価している可能性がある．というのは，基準年においてサービス市場における地下経済が存在しないとは考えがたいからである．なお，表3は農業，工業を含む全産業が稼得した名目GDPに対する比率も示しているが，ここでは農業，工業に代表される財市場に地下市場が存在しないと仮定しているから，その数値は当然小さくなり，10％前後となる．
	表3：地下GDPの規模（1986～99年）

	
	
	
	

	年
	地下GDP
	比率1
	比率2

	　
	（10億ドン）
	（％）
	（％）

	86
	87
	43.9 
	14.5 

	87
	329
	36.9 
	11.5 

	88
	1,505
	32.8 
	9.8 

	89
	2,012
	20.5 
	7.2 

	90
	4,146
	25.6 
	9.9 

	91
	6,686
	24.4 
	8.7 

	92
	13,643
	31.8 
	12.3 

	93
	21,156
	37.6 
	15.5 

	94
	27,638
	39.0 
	16.2 

	95
	29,282
	29.0 
	13.1 

	96
	30,680
	26.5 
	11.9 

	97
	30,148
	22.8 
	10.2 

	98
	29,758
	19.8 
	8.2 

	99
	35,290
	22.0 
	8.9 

	
	
	
	

	注：比率1とは地下GDP/サービスGDPである．
	

	注：比率2とは地下GDP/全体GDPである．
	


（２）タンジ法による推計

　ガットマンの推計方法では，現金預金比率に影響を与える要因が地下経済活動に限定されているが，現実には地下経済活動以外にも様々な要因が考えられる．そこで，上記(1)と同様，林英機が紹介するタンジの推計方法
を利用して，ベトナムにおける現金通貨需要関数を推計することとする．
　タンジはまず現金通貨の対M２比率を被説明変数とし，所得税の総所得に対する比率，個人所得に対する賃金・俸給のシェア，1人当たり実質所得，定期預金金利という4つの説明変数で回帰分析を行い，現金通貨需要関数を推計する．説明変数のうち特に重要なのが租税変数として導入された所得税の総所得に対する比率
で，これによって増税が現金通貨需要に与える影響をみる．換言すれば，タンジは地下経済が脱税によって生じると仮定し，増税が脱税目的の地下取引とそのための現金通貨需要を増加させると考えるのである．
	表4：現金通貨需要関数の変数値

	
	
	
	
	
	

	年
	C/M2
	預金金利
	潜在失業比率
	実質GDP
	税/GDP

	　
	（％）
	（％）
	(％）
	（94年万ドン）
	(％）

	1992 
	55.8 
	26.8 
	125.1 
	67.1 
	0.18 

	1993 
	56.6 
	18.2 
	124.0 
	68.0 
	0.14 

	1994 
	55.5 
	18.2 
	123.2 
	69.1 
	0.17 

	1995 
	46.0 
	18.2 
	121.9 
	71.3 
	0.22 

	1996 
	43.9 
	9.1 
	120.0 
	73.2 
	0.51 

	1997 
	39.9 
	8.1 
	117.9 
	75.2 
	0.48 

	1998 
	34.4 
	9.7 
	117.2 
	76.7 
	0.50 

	1999 
	35.4 
	4.0 
	127.7 
	79.5 
	1.90 

	2000 
	34.2 
	4.4 
	128.7 
	81.6 
	1.80 

	
	
	
	
	
	

	出所1：[IMF 1996: Table 31]
	
	
	

	出所2：[IMF 1998: Table 17, 18]
	
	
	

	出所3：[IMF 1999: Table 17, 18]
	
	
	

	出所4：[IMF 2000: Table 10, 22]
	
	
	

	出所5：[IMF 2002: Table 1, 10, 13, 14, 22]
	
	


ただし，ベトナムの場合，賃金，俸給，個人所得に関する統計が未整備で，代用可能な適当な統計もないため，本論では個人所得に対する賃金・俸給のシェアという説明変数を採用しない．他方，ベトナムの場合，潜在失業者の存在が大きく，それが地下経済活動のかなりの部分を占めていると考えられるので，潜在失業者数の対労働人口比
という新しい説明変数を導入する．なお，利用可能な統計資料の関係で，所得税の総所得に対する比率は個人所得税額の対名目GDP比，1人当たり実質所得は1人当たり実質GDP，定期預金金利は家計向け3ヶ月定期預金年利でそれぞれ置き換えた．また，個人所得税が1991年より新規に導入された税であることから，推計は1992年から2000年までとした．
推計に利用した数値は表4の通りであり，これを以下の線形自然対数関数を用い，最小自乗法で推計した．
　ln(C/M)＝α＋βlnT＋γlnY＋δlnD＋εlnL＋lnU                               ⑥

ここでC/Mは現金通貨の対M２比率，αは定数項，Tは個人所得税の納税額，Yは1人当たり実質GDP，Dは家計向け3ヶ月定期預金の名目金利，Lは潜在失業者数の対労働人口比で，β，γ，δ，εはそれぞれの説明変数の係数，Uは誤差項である．なお，係数のうちβとεは正値，γとδは負値をとることが予想される．その理由は，増税と潜在失業者数の増加が地下経済における現金通貨需要を増加させるのに対して，1人当たり実質GDPの上昇による経済発展が現金通貨比率の低下をもたらし，定期預金金利の上昇が預金の増加をもたらすと考えられるからである．推計結果は次の通りである．
　ln(C/M)＝19.0329－0.0912lnT－3.8617lnY－0.1616lnD＋0.3346lnL　　　　　　　⑦
　　　　　　(4.23)　　(－1.26)　　(－5.82)　　(－2.03)　　(0.48)

　ここで括弧内の数字はt値で，上記推計式の自由度調整済みの相関係数は0.985，説明変数間の系列相関の存在の有無を示すダービン・ワトソン比は2.215である．上記推計結果のうち，自由度調整済みの相関係数とダービン・ワトソン比に問題はないが，T，R，Lのt値は問題がある．というのは，両側検定で有意水準5％値は2.78であるため，これらの係数値は有意とならなくなるからである．
　しかし，このt値の問題を無視すれば，推計結果は興味ある事実を示している．第1にLの係数値が正値である．このことは，潜在失業者の増加が現金通貨需要を増加させることを示している．第2にTの係数値が予想に反して負値である．このことは，ベトナムの場合，増税を通じた地下経済活動の増加という事実が現状では存在しない可能性を示唆している．ちなみに，ベトナムの個人所得税は高額所得税であり，そもそも課税対象となるベトナム人が少ないこと，さらには，個人所得の実態把握が困難なため，個人所得税を納めているのはほとんど外国人で，ベトナム人の納税者が少ないことがこうした結果に結びついていると考えられる
．他方，DとYの係数値は予想通り負値である．
	表5：現実の現金通貨量と現金通貨需要量

	（単位：兆ドン）

	
	
	
	
	

	年
	現実現金通貨量
	現金通貨需要量
	
	

	　
	全体
	全体
	地下(C１)
	公式(C２)

	1992
	10.6 
	15.3 
	1.4 
	13.9 

	1993
	14.2 
	19.2 
	1.7 
	17.5 

	1994
	18.6 
	23.0 
	2.1 
	20.9 

	1995
	19.2 
	24.3 
	2.6 
	21.7 

	1996
	22.6 
	27.8 
	3.2 
	24.6 

	1997
	25.1 
	32.2 
	4.0 
	28.2 

	1998
	27.0 
	36.2 
	5.1 
	31.1 

	1999
	41.3 
	58.8 
	8.1 
	50.7 

	2000
	52.7 
	91.8 
	11.3 
	80.5 

	
	
	
	
	

	出所：現実現金通貨量は表4と同じ
	
	


　以上の結果から，⑦式において地下経済の現金通貨需要に決める変数がLのみと考えられるので，⑦式を以下のように変数Lを含む部分と含まない部分に分ける．
　Z１＝0.3346lnL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ⑧

　Z２＝19.0329－0.0912lnT－3.8617lnY－0.1616lnD 　　　　　　　　　　　　　　　⑨
次に⑧式と⑨式の右辺に表4の数値を代入して求められたC/Mの予測値をZと置くと，次式からCを求めることができる．
Z＝ln(C/M)＝lnC－lnM                                                       ⑨
C＝exp(Z＋lnM)                                                             ⑩

　ここで⑧式から求められたCは地下経済が需要する現金通貨量(C１)，⑨式から求められたCを公式経済は需要する現金通貨量(C２)と見なす．結果は表5の通りである．次に，ガットマンの仮定(ﾆ)を利用して，公式GDPを表5で求められた公式経済における現金通貨需要量で割って，公式経済における通貨のGDP流通速度を求め，それに地下経済が需要する現金通貨量を掛ければ，地下経済におけるGDPが求められる．結果は表6の通りである．
	表6：地下経済の推計値

	
	
	
	
	

	年
	公式GDP
	流通速度
	地下GDP
	地下GDP/公式GDP

	　
	(兆ドン)
	　
	(兆ドン)
	(％)

	1992
	110.5 
	7.95 
	11.1
	10.1 

	1993
	140.3 
	8.02 
	13.6
	9.7 

	1994
	178.5 
	8.54 
	18.8
	10.5 

	1995
	228.9 
	10.55 
	27.4
	12.0 

	1996
	272.0 
	11.06 
	35.4
	13.0 

	1997
	313.6 
	11.12 
	44.5
	14.2 

	1998
	361.0 
	11.61 
	58.1
	16.1 

	1999
	399.9 
	7.89 
	63.9
	16.0 

	2000
	441.1 
	5.48 
	61.9
	14.0 

	
	
	
	
	

	出所：公式GDPは表4と同じ
	
	


　この結果に従えば，地下GDPの規模は1993年を除き公式GDPの10％台であり，表3のガットマン法による推計結果ともほぼ符合する．しかし、上記2で指摘した地下経済の質的特徴を考慮すれば、この10％前後という推計結果はむしろ予想を下回る小ささである．
４．推計値の検討：結びに代えて

　本論では，上記2で計画経済時代から市場経済時代に至る地下経済の質的変化を指摘したにもかかわらず，上記3の分析ではその変化を計量的にとらえることができなかった．しかし，計画経済時代の現金通貨量に関する統計が公表されれば，その問題は解消するので，そういう意味から言えば，数少ない要素で地下経済規模を推計できる通貨的アプローチは，公式統計の制約が大きいというベトナムの現状に極めて適した推計方法であり，今後この方法に基づく研究が積み重ねられれば，ベトナムの地下経済規模がかなり正確に捉えられる可能性が高い．そこで，以下では本論で行ったそれぞれの推計方法の特徴と問題点を再吟味することで，いかなる改善を加えれば，通貨的アプローチによる推計の正確さが増し，現実説明力が高まるかを考えてみたい．
まずガットマン法について言えば，表1と表3を比較すると，現金預金比率が上昇している年には地下GDPの対公式GDP比率も上昇し，現金預金比率が下落している年には地下GDPの対公式GDP比率も下落している．それゆえ，現金通貨需要が増加しているときには地下経済規模が拡大し，逆に現金通貨需要が減少しているときには地下経済規模が縮小するという関係は，地下経済規模の拡大が現金通貨需要の増加をもたらすというガットマン法の前提とも符合している．しかし，ガットマン法の場合，基準年の設定が非現実的である．というのは，本論においては1989年を基準年と設定したが，その年に地下経済が存在しなかったとは考えがたいからである．それゆえ，1989年に地下経済が存在するという事実を考慮すれば，ガットマン法による推計値は地下経済規模を過小評価している可能性がある．
ガットマン法の最大の欠点は，現金通貨需要と地下経済規模拡大の間の因果関係が明らかにされていない点であるが，タンジ法の場合，地下経済規模を推計する前段として現金通貨需要関数を推計することによってガットマン法の欠点を補っている．すなわち，地下経済活動の増減に影響を与えるような説明変数を導入することによって，どの変数が現金通貨需要を増大させているかが明らかとなるからである．その結果は興味ある事実を示している．その事実とは，通常の国の例とは異なり，個人所得税絡みの脱税がベトナムにおいては地下経済活動の増加要因とはなっていないということである．ちなみに，個人所得税が導入された翌年である1992年の全税収に占める個人所得税の比率は1.4％の低率で，その比率は2000年においても2.8％にすぎない
．従って，現状において地下経済の現金通貨需要を説明する変数は潜在失業者数の対労働人口比率のみとなり，その結果として，地下経済規模が潜在失業者に応じて拡大縮小するという結論が得られる．しかし，この変数のみで地下経済の現金通貨需要をすべて説明してよいかという疑問は依然として残る．というのは，市場経済時代における地下経済規模の拡大要因には汚職，伝統的金融，越僑送金があることを上記2(2)で指摘しているにもかかわらず，それらの影響を読みとるための変数が導入されていないからである．しかし，標本数が少ない中で説明変数を増やすと，推計値の有意性がさらに低下するので，説明変数を増やすためには，標本数も増やす必要がある．
さらにタンジ法には次のような問題もある．第1に，推計結果の係数のt値の中に有意でないものが出てきたという問題である．ただし，この問題は，相関係数やダービン・ワトソン比の数値から判断すれば，説明変数の取り方というよりはむしろ標本数の少なさに起因すると考えられるので，標本数が増えれば，解消する可能性はあるだろう．
	表7：家計の資産構成（93年と98年の比較）

	
	
	

	
	
	

	　
	1993年
	1998年

	国営銀行預金
	9.5 
	14.2 

	その他預金，債券
	1.2 
	4.2 

	米ドル
	4.8 
	2.3 

	株式，出資金
	5.1 
	3.2 

	ドン現金
	12.9 
	26.3 

	貴金属，宝石類
	56.6 
	47.5 

	籾米，米
	3.9 
	0.2 

	その他
	6.0 
	2.1 

	計
	100.0 
	100.0 

	
	
	

	出所1：[国家計画委員会;統計総局 1994: 235]

	出所2：[統計総局 2000: 325]
	

	注：93年の資料から不動産，その他耐久財の項目を除去した．


第2に，現金通貨需要関数から地下経済の現金通貨需要を導出する方法に問題がある．というのは，本来のタンジ法では現金需要関数はそのままで，説明変数値を代えることでその関数自体から地下経済で需要される現金通貨の予測値を推計している
．そこで，この考え方を援用し，係数が唯一正値をとる説明変数Lの毎年の数値のみ100％
と置き換えて⑦式の右辺を計算し，そこから地下経済で需要される現金通貨の予測値を求めたが，年によって負値が出てきてしまった．負値が出てくる理由は，右辺の説明変数に代入する数値から地下経済活動の要素を取り除いているにもかかわらず，左辺の被説明変数に代入する数値がそのままのため，依然として地下経済活動の要素を含んでいることに起因すると考えられる．こうした事情もあり，この方法を採用し得ないので，本論では係数が正値を取るlnLのみが地下経済の現金通貨需要に関係すると見なした．しかし，他の説明変数が一切地下経済の現金通貨需要に関係しないとは言い切れず，また，定数項が正値を取ることを考慮すれば，定数項の一部が地下経済の現金通貨需要に関係する可能性もある．

以上がガットマン法とタンジ法による推計の問題点であるが，地下経済活動で使用されるのは現金通貨のみであるという両推計法の仮定にも問題がある．というのは，上記2(1)でも指摘した通り，計画経済時代のベトナムでは通貨ドンに対する信認が低く，地下経済活動でドン現金ではなく，むしろ金や米ドルが使用されていたと考えられるからである．もちろん，ドンの不信認は計画経済から市場経済に移行する過程で解消している．また，1989年以降についても，金と米ドルの価格は安定している
ので，ドンよりも金や米ドルを選好しなければならないという特段の理由はない．表7は1993年と98年における家計の資産構成
(注39)を示しているが，この表からも家計の資産構成の中で金に代表される貴金属と米ドルの比率の下落とドン現金比率の上昇が窺われる．それゆえ，経済取引全般においてドンの使用が拡大している可能性はある．しかし，その事実をもって地下経済取引においてもドンの使用が拡大していると考えるのは早計であろう．というのは，表7からも明らかな通り，金に代表される貴金属は98年時点で資産構成の半分近くを占めているし，米ドルも依然として保有されているからである．それゆえ，通貨的アプローチによってベトナムの地下経済規模をより正確に推計するためには，ドン現金だけでは不十分で，金と米ドルの流通量に関する統計が必要となるのである．
　
（了）

脚注
� [World Bank 2003: 235]からの引用である．なお，同資料によれば，購買力平価で測った2001年の１人当たり国民所得は2,130米ドルに跳ね上がる．


� [World Bank 2003: 234, 235]によると，2001年における世界の低所得国の１人当たり国民所得の平均は430米ドルである．


� [統計総局 2001: 35]からの引用である．


� GDPを農業によって稼得される部分とそれ以外の部分に分け，なおかつ，前者を農村人口が，後者を都市人口が担うと便宜的に仮定し，2000年における１人当たり名目GDPを計算すると，農村は183万ドン，都市は1,806万ドンで，約10倍の格差がある．なお，計算に使用した数字は[統計総局 2001: 35，69]から引用した．


� [古田 1996: 21-22]からの引用である．


� たとえば，[古田 1996: 21-22]には「ハノイの友人に家計の収入源をたずねると，だいたい本業からの給与は家計の３分の２を支え，あとの３分の１は，それ以外の収入であるという」という記述がある．


� 1954年のジュネーブ協定により，共産党(当時の名称は労働党)政権のベトナム民主共和国が北緯17度線以北を実効支配した段階で計画経済が導入され，ベトナム戦争後の1976年に全国統一政権であるベトナム社会主義共和国が成立した段階で全国に拡大された．計画経済体制の終焉は，政治的には1986年12月の第5回共産党大会であり，実質的には計画経済時代末期の混乱が収束した89年中頃である．


�宗主国フランスに対する植民地解放闘争(1945～54年)，南北分裂時代(1954～75年)のベトナム戦争，カンボジア出兵(1978～89年)と40年以上にわたる戦時体制が続いた．


�詳細については[林 1994: 25-54]を参照願いたい．


�詳細については[中臣 2002: 第2章]を参照願いたい．


�合作社という農業集団化が実施された中で，農民は耕地の5％を自留地として持つことを認められていた．特に1979年の第4期第6回共産党中央委員会総会で自留地経営が奨励された結果，個々の農民が保有する自留地の収入が合作社全体の収入を上回るという事態が現出した．詳細については[中臣 2002: 67]を参照願いたい．


� たとえば，都市部では自宅で子豚を育て，大きくして売るというような行為がよく行われていた．


�詳細については[中臣 2002: 第3章]を参照願いたい．


� 1985年に100％近かった物価上昇率は，86年に500％近くまで急上昇し，87年，88年も350％から400％近くを推移したが，89年には100％以下まで下落した．詳細については[中臣 2002: 8, 図序-3]を参照願いたい．


�詳細については[中臣 2002: 第11章第1節]を参照願いたい．


� レー・カー・フィエウ書記長の強いイニシアティブで「批判・自己批判キャンペーン」が実施され，1999年11月，2000年4月の共産党中央委員総会でそれぞれ2名，3名の中央委員(いずれも現職閣僚を含む)が処分を受けた．


� Transparency Internationalの調査によれば，ベトナムの汚職による腐敗度は，2000年時点で90か国中76位の下位である．詳細は[Lambsdorff 2000]を参照願いたい．


� 1987年12月に新しい外国投資法が制定された．外資導入が本格化するのは90年代で，90年に1億米ドルであった外国直接投資額は97年に26億米ドルまで急増する．詳細については[中臣 2002: 第7章第2節]を参照願いたい．


� [黒木 2002]は小説であるが，外国人ビジネスマンが様々な形で賄賂を要求される様子が具体的に描かれている．


�国営，非国営という分類を行った場合，1999年にサービス部門が稼得したGDPの56.2％は国営部分による．数字は[World Bank 2000: 144]から計算した．


� ベトナムにおける金融の現状については，[大泉 1998]，[中臣 2002: 第4章第2節, 第8章第2節]を参照願いたい．


�詳細については[中臣 2002: 第2章第3節]を参照願いたい．


�越僑とはベトナム語の｢Viet Kieu｣の直訳である．


�詳細については[中臣 2002: 第3章第2節]を参照願いたい．


� 2000年1月12日，筆者がベトナム外務省越僑委員会グエン・ヴァン・ファン氏にインタビューして入手した数字である．


�数字は[IMF 2001: Statistical Appendix, Basic Data, Table 24]からの引用である．


�注25と同様．


�林英機の研究については，別添参考文献を参照願いたい．


� [林 1994b]からの引用である．


� ガットマンの推計は現金預金比率の算出にM１を用いているが，本論では利用可能な統計資料の関係でM２を用いた．


� [林 1994b]からの引用である．


�本論ではタンジが提示した複数の租税変数のうち所得税の総所得に対する比率を採用した．タンジの租税変数の詳細については[林 1994b: 65]を参照願いたい．


�潜在失業者数は，15歳から60歳までの人口から労働人口と義務教育以上の高等教育を受けている学生数を引いた数で代用した．


�個人所得税はベトナム人と外国人で取り扱いが異なり，ベトナム人の場合，月収120万ドンが課税最低基準で，最高税率は60％である．[田近 1998]によれば，ベトナム人の個人所得の捕捉は困難で，ベトナム人から個人所得税はほとんど集められていない由である．


� 1992年の数字は[IMF 1998: Table 18]から，2000年の数字は[IMF 2001: Table 14]からの引用である．


�詳細については，[林 1994b: 66-67]を参照願いたい．


� 100％とは分母の労働人口数に分子が等しいことを意味し，その場合に潜在失業数はゼロとなる．


� ベトナムにおける金売買の基本単位である1チー(3.77グラム)の買値は1991年末56.５万ドン，2000年末47.3万ドンで，価格はむしろ下落傾向にある．他方，米ドルの買値は91年末12,180ドン，2000年末14,495で，若干の上昇傾向にある．以上の数字はベトナム国家銀行から入手したものである．


� 1993年の資産項目には不動産とその他耐久財という項目が含まれているが，98年の資料はそれらが含まれていない．そこで，93年の資料からこれらの項目を除き，各比率を計算し直した．
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